
    

    

 

基本目標２ 豊かな人間性と 

コミュニケーション能力の育成 

様々な学習活動や生活体験を通して、自己有用感や他者と協調

し思いやる心など、豊かな人間性を育みます。 

また、他者との豊かな人間関係を形成するためのコミュニケー

ション能力の育成を図ります。 

 

１ 道徳教育の推進 

２ 生徒指導の充実 

３ 人権教育の充実 

４ 読書活動の充実 

５ キャリア教育の推進 



 

 

２ 

H30 までは全 60 校、R1 からは全 59 校 

１ 道徳教育の推進 
◆ ねらい  

他者との関わりを通し、自分自身を見つめる「考え、議論する道徳」の授業により、道徳

的価値についての理解を深めていきます。 

また、社会的な課題や地域に根差した教材を道徳的価値と関連させるとともに、実生活や

実社会との関わりを深めた様々な体験活動を取り入れた道徳教育を通じて、よりよく生きて

いくための資質・能力としての「道徳性」を育みます。 

 

◆ 取組指標とその評価  

取組指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 R3 目標値 

「 考 え 、 議 論 す る 道 徳 」

を 推 進 す る た め に 校 内 研

修 や 公 開 授 業 を 実 施 し た

学校数（校） 

－ 18 20 32 59 54 59 
全小中学校 
（５９校） 

令和３年度も、基本的な感染症対策を徹底するとともに、参加者を減らして密を避ける、

ＩＣＴ機器（オンライン等）を活用するなど、研修等の方法を工夫して校内研修や公開授

業を実施しました。 

令和４年度も、コロナ禍において安全を十分に確保しながら公開研修や公開授業を実施

し、「考え議論する道徳」の授業を充実させるとともに、様々な体験活動を取り入れた道徳

教育を推進して、子どもたちの「道徳性」を育成します。 

 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

○「考え、議論する道徳」の推進 新プロ５ 

道徳教育推進教師を対象に、年間２回の道徳教育研修会を開催しました。  
１回目は夏季道徳教育研修会として、筑波大学附属小学校加藤宣行先生を講師に迎え、

「考え、議論する道徳」の授業づくりについての講演・模擬授業を行いました。道徳の

内容項目や教材の捉え方、児童生徒が深く考え議論する課題、教員の問い返し、子ども

の思考を深める板書、深い学びにつながるふり返り等の研修を行い、各校の道徳の授業

実践に生かせるようにしました。  
２回目は本年度の道徳教育実践推進校（中部中学校・桜台小学校）の道徳教育研究発

表会における公開授業、講師（岐阜聖徳学園大学講師河合宣昌先生）の講演を動画配信

し、各校が道徳の授業づくりの参考にできるようにしました。  
 

○今日的な課題に対する心を育てる取組  

学校では、今日的な課題について、道徳

科に限らず、様々な教科等と関連付けて指

導しています。 

例えば、「いじめ防止」に関する学習を総 

  合的な学習の中の人権教育と関連させるな 

  どして取り組んでいます。また、「防災」に 

関しては、理科や社会科の学習と時期を合 

わせて道徳科でも扱うなど、教科等の学習 

と関連させることで学びが深まるようにし 

ています。 

【実 施 校 の割 合 （％）】 小学校 中学校 

交 通 安 全 に関 する学 習  100 91 

防 災 に関 する学 習  100 100 

植 物 の栽 培 や動 物 の飼 育  100 45 

いじめ防 止 に関 する学 習  100 100 

乳 幼 児 とのふれあい体 験  8 18 

食 に関 する学 習  100 82 

薬 物 乱 用 防 止 教 室  75 82 

（令和 3 年度四日市市学校教育ビジョン調査より） 

命を大切にする心を育む取組例 



 

 

２ 

○三重県教育委員会委託「道徳教育の抜本的改善・充実に 

 係る支援事業」 

新教育プログラム柱５にある「よりよく生きるための

基盤となる道徳性の育成」を図るため、三重県教育委員

会の委託を受けて道徳教育を推進しています。 

令和３年度も道徳教育実践推進校において「考え、議

論する道徳」の授業づくりを中心に研究を進めました。

１学期や夏休みに講師を招聘し、指導助言を受けて授業

づくり研修を行いました。２学期には研修で深めたこと

をもとに道徳教育研究発表会を行いました。各校とも参

加人数を制限した形ではありましたが、学びの一体化中

学校区の保幼こ小中の教員に授業を公開し、道徳の授業

展開や発問等について、様々な視点から深めることがで

きました。また、当日の公開授業を動画配信したり、取

組内容を公開したりして、令和３年度の研究成果を市内

へ広め、道徳教育の推進を図りました。 

 

○家庭・地域と一体となった取組の推進 

道徳教育では、学校の授業を充実さ

せるだけでなく、家庭・地域とともに

取り組んでいくことが大切です。 

令和３年度も新型コロナウイルス感

染拡大防止のため、保護者や地域の

方々の参加・協力を求めることが難し

い状況がありました。しかし、各種通

信やホームページ、授業参観等の様々

な方法で、保護者や地域に対して子ど

もが道徳科で学ぶ姿を紹介するなど、

情報を発信し、学校の道徳教育の取組

に理解を求めました。 

 

◆ 今後の方向性 

○ 子ども一人一人が、自分自身を見つめ、他者の意見から物事を多面的・多角的に考え、

人間としてのよりよい生き方についての考えを深める「考え、議論する道徳」の推進を図

ることで、道徳的価値についての理解を深めていきます。 

○ 今日的課題であるいじめ問題や情報モラル、科学の発展による生命倫理に関する問題や

社会の持続可能な発展などの現代的な課題等を積極的に学習内容に取り入れます。 

○ 道徳科の授業を要として、各教科・特別活動・総合的な学習の時間等との関連や、家

庭・地域との連携を考え、道徳教育全体計画や年間指導計画を見直し、指導の効果を一層

高める取組を進めます。 

○ 道徳の授業公開や道徳教育に関する諸活動などの情報発信を積極的に行うとともに、道

徳教育充実のために地域の人々の参加や協力を得るなど、家庭や地域社会との共通理解を

深め、相互の連携を図ります。 

【実 施 校 の割 合 （％）】 小 学 校  中 学 校  

道 徳 教 育 に関 連 した様 々な教 育 活 動 や体

験 活 動 等 に保 護 者 や地 域 の人 々の参 加 ・

協 力 を求 めた。 

５７ ２３ 

道 徳 科 での子 どもたちの学 ぶ姿 を保 護 者 や

地 域 の人 々に紹 介 するなど、道 徳 科 の授 業

で 家 庭 や 地 域 と 連 携 し た 取 組 を 行 っ て い

る。 

１００ １００ 

学 校 関 係 者 評 価 の項 目 の中 に、道 徳 教 育

の推 進 を位 置 付 け、道 徳 教 育 の方 針 や諸

計 画 の改 善 に生 かしている。 

３０ ４１ 

（令和３年度四日市市学校教育ビジョン調査より） 

 

家庭や地域との連携について 

推進校での助言者の指導 

推進校での公開授業 



 

 

２ 

２ 生徒指導の充実 

◆ ねらい 

問題行動等の未然防止、早期発見、早期対応を目指して、生徒指導や教育相談の充実

を図ることにより、子どもたちが安心して過ごせる環境を整えます。 

また、基本的な生活習慣や規範意識を身に付け、主体的・自律的に活動する力（自己

指導能力）や自治能力を育むことにより、円滑な集団生活や社会生活を築くことができる

子どもを育成します。  

◆ 取組指標とその評価 

取組指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ２ Ｒ３ 目標値 

①週 1 日スクールカウ
ンセラーを配置した小
学校数（校） 

２８ ３０ ３０ ３０ ２９ ２９ ２９ ３２校 

②Ｑ－Ｕ調査の活用に
ついて指導主事が指
導・助言を行った学校
数（校） 

１３ １８ ２３ ２８ ３３ ８ ２６ 
全小中学校 

(５９校)  

○取組指標① 
３７校中、２９校に毎週配置、８校は隔週配置となりました。カウンセリングの必

要性が高まっていることから、スクールカウンセラーの配置増、配置時間増に努め、
教育相談の充実を図ります。 

○取組指標② 
各校が「学級集団アセスメントＱ－Ｕ調査※ １」（以下「Ｑ－Ｕ調査」と表記）を活

用できるよう、いじめの未然予防、早期発見に関する観点について助言するとともに、
Ｑ－Ｕ調査の結果を適切に分析し、個別の支援ならびに学級集団作りにおいて、適切
な指導・助言に努めます。 
※１  学級集団アセスメントＱ－Ｕ調査…子どもたちの学校生活における満足度と意欲、さ

らに学級集団の状態を調べることができる質問紙 

 

１．「チーム学校」としての教育相談体制の充実 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

＜スクールソーシャルワーカー※２（ＳＳＷ）派遣事業＞ 

○対応内容 

令和３年度の対応内容は、「不登校」「家庭環境の問題」が多く報告され、次いで「心

身の健康・保健に関する問題」「保護者対応」が多く報告されました。スクールソーシ

ャルワーカーが学校からの情報を共有したうえで、ケース会議を開催し、学校の指導の

方向性を見出すとともに、スクールソーシャルワーカーが保護者と面談を行うことで、

関 係 機 関 等 と の 連 携 に つ な が

り、いくつかの事案において改

善が見られるなど、効果的な対

応を行うことができました。 

 

 

年度  時間数  総時間数  拠点校区数  

Ｒ２ 
拠点  ９４５  

１３４３  ５中学校区  
派遣  ３９８  

Ｒ３ 
拠点  １１２２  

１４３１  ７中学校区  
派遣  ３０９  

H30 までは全 60 校（小学校 38 校）、R1からは全 59校(小学校 37校) 



 

 

２ 

○拠点巡回型（７中学校区）での活用 

令 和 ３ 年 度 は 、 ７ つ の 中 学 校 区

（中部中学校区、三滝中学校区、三

重平中学校区、内部中学校区、羽津

中学校区、常磐中学校区、桜中学校

区）において、スクールソーシャル

ワーカー（７時間×３０週）（※常

磐中学校区、桜中学校区は、５時間

×１５週）を配置しました。中学校

を拠点として、小学校と連携しなが

ら小中学校で、同一の問題を対応す

ることで、包括的に家庭の課題にア

プローチすることができ、福祉、医

療等の各関係機関と連携し、家庭の

環境調整を図り、児童生徒の家庭生

活、学校生活の安心につなぐことが 

  できている。 

〇派遣型での活用 

  令和３年度は、小学校３８回（６９時間）、中学校７８回（１３８時間）、計１１６

回（２０７時間）派遣しました。「不登校」や「家庭環境の問題」などが複雑に絡み

合ったケースに対して、情報共有し、ケース会議における関係機関とのつなぎや、家

庭訪問による家庭への支援などを行いました。 

  また、年間１０回（１０２時間）「ＳＳＷ情報公交換会」を実施し、ＳＳＷが集ま

り、各校における事例の検討を行いました。 

※２  スクールソーシャルワーカー…社会福祉の専門的知識、技術を活用し、問題を抱える

子どもを取り巻く環境に働きかけ、家庭、学校、地域の関係機関をつなぎ、子どもの抱

えている問題の解決に向けて支援する専門家 

 

＜スクールカウンセラー ※ ３（ＳＣ）活用＞ 

○スクールカウンセラーの配置状況 

  ・  平成２５年度から国・県費、市費で市内の全小中学校に配置しています。 

  ・  令和３年度は、市費のスクールカウンセラーを学校規模に応じて、週１回６

時間を年間３０週（１８０時間）～４０週（２４０時間）の配置とし、教育相

談の充実を図りました。 

※３  スクールカウンセラー…教育機関において、心理相談業務に従事する臨床心理学やカ

ウンセリング理論を身に付けた専門家 

 

○スクールカウンセラーの活用状況 

・総相談件数・実質相談者数 

スクールカウンセラーへの総相談件数は、令和３年度は１０、３９４件で、毎

年１０，０００件を超える状況が続いています。（令和２年度１０，８５７件、令

和元年度１０，６６４件、）また、年間の実質相談者数は、２，１８０人でした。

１人の相談者が、年平均４．７回の相談をしたことになります。（令和２年度実質

対応内容（述べ件数） R２  R３  

①  不登校  269 370 

②  いじめ  0 3 

③  暴力行為  5 0 

④  児童虐待  42 46 

⑤  友人関係の問題（②除く）  49 33 

⑥  非行・不良行為（③除く）  0 6 

⑦  家庭環境の問題 300 374 

⑧  教職員等との関係の問題 63 20 

⑨  心身の健康・保健に関する問題  142 192 

⑩  発達障害等に関する問題 155 135 

⑪  保護者対応  142 193 

⑫  その他、研修会等 50 125 

      計  1217 1497 

週１日配置している学校数 隔週配置している学校 
市費：小学校２６校 
国・県費：小学校３校、全中学校    

国・県費：小学校８校 

※ 一 つ の 事 案 に 複 数 の 要 因 が あ る た め 、 重 複 し て い る

も の も あ り ま す 。  



 

 

２ 

相談者数２，２９１人 令和元年度実質相談者数１，６４０人） 

・１校あたりの平均相談件数 

令和３年度の小学校における１校あたりの平均相談件数は約１８４件でした。ま

た、中学校における１校あたりの平均相談件数は１６１件でした。 

 

○スクールカウンセラーへの相談件数・相談内容 

 
・児童生徒が相談する内容 

「自己の問題」に関する相談が最も多く、全体の約２６％を占めています。次

いで約１５％を占める「発達の問題」に関する相談の順となっています。 

・保護者が相談する内容 

「発達の問題」に関する相談が最も多く、全体の約３２％を占めています。次

いで約２７％を占める「自己問題」に関する相談の順になっています。 

・教職員が相談する内容 

「発達の問題」に関する相談が全体の３２％と最も多く、発達に課題のある児

童生徒の指導・対応に苦慮している教職員の現状があります。 

※ 教職員の相談内容に示されている「自己の問題」は、児童生徒が抱えている

「自己の問題」に対する指導や支援等についての相談です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

２ 

・不登校に関係する相談 

総相談件数１０，３９４件のうち、１，９４６件でした。これは、全体の約１

８％を占めています。学校では、不登校傾向の見られる児童生徒やその保護者に

対して、早い段階で教育相談を行ったり、カウンセリングの必要性を伝えたりす

るなど、迅速に対応しています。 

 

○スクールカウンセラーの連携・研修 

 ・スクールカウンセラーの連携業務 

複雑な要因が絡み合った事案に対しては、スクールカウンセラーがスクールソ

ーシャルワーカーや関係機関と連携することで、ケースに応じたより適切な支援

につなげています。令和３年度の連携の実施は、心療内科等の医療機関や適応指

導教室等の市の機関を合わせて４６件（令和２年度は５８件）でした。 

・四日市市学校臨床心理士会（ＹＳＣＰ※ ４）との連携 

発達障害傾向の子どもへの対応や学校における事故等への緊急支援が早期にで

きるよう、四日市市学校臨床心理士会（ＹＳＣＰ）と連携を密に図りました。 

※４ 四日市市学校臨床心理士会（ＹＳＣＰ）…四日市市内のスクールカウンセラーとして配置された

臨床心理士等の任意団体。自主的な研修会を行っている。 

 

＜ハートサポート（ＨＳ）派遣事業＞ 

○ハートサポーター※ ５の派遣及び相談状況 

臨床心理士等をハートサポーター（４２名）として登録し、急を要する相談に対

して学校や家庭に派遣しています。また、大きな学校事故等で、児童生徒の心のケア

として緊急支援を必要とする場合も、ハートサポーターを派遣しています。令和３年

度の派遣回数は、７０件でした。緊急的な対応が必要な児童生徒、保護者、教職員へ

の相談において、相談者のカウンセリング、フィードバック、教職員へのコンサルテ

ーションを行っています。 

 

○ハートサポーターへの相談内容 

令和３年度の相談内容は、「心身の健康」「自己の問題」「いじめ」についての相談

が多い傾向にあります。近年、子育てに関して不安を抱いている保護者の相談も増加

しています。保護者が情緒不安定になり、うまく子育てができないケースが増加して

いることから、保護者に対する心のケアもハートサポーターの大きな役割となってい

ます。 
※ ５   ハ ート サポ ータ ー… 臨 床心 理士 、 セラ ピス トな ど 、カ ウン セ リン グ等 に関 し て専 門的 な 知識 と

経 験 を 有 す る 者で 、 教 育 委員 会 が 委 嘱 し た教 育 相 談 員の こ と 。 学 習 及び 生 活 等 の相 談 に 対 応 し、

学 校 の緊 急時 、 すぐ に対 応が で きる 専門 家 。  

 



 

 

２ 

＜スクールロイヤー事業＞ 

  令和３年度より三重弁護士会と連携し、学校内で起こるいじめをはじめとする

様々な生徒指導上の問題に対して、法的根拠に基づく学校への的確な助言や教職

員への研修等を行っています。 

○スクールロイヤー事業内容 

①法的相談 

いじめをはじめとする対応が困難な事案や緊急を要する事案についての相談

を行っています。 

②研修 

法的根拠に基づいた学校の対応（初期対応や限界の設定等）に関する研修を

実施しています。 

③いじめ予防授業 

スクールロイヤーによる小学校高学年、中学生に向けた、いじめを防止する

ための授業を実施しています。（三重県教育委員会開催と並列して実施してい

ます。） 

○対応内容 

（法的相談） 

学校のこれまでの指導や保護者対応の経緯を振り返り、成果と課題を分析す

ることができたり、保護者との信頼関係を築くことが困難な状況になった際に、

学校が対応するべきことが明らかになったりしました。 

（研修） 

今後の課題であるネットトラブルの指導方針について参考にすることができ

たり、スクールロイヤーの助言から、教員が安心感を持って指導を行うことが

できたりしました。 

  （いじめ予防授業） 

    児童生徒が、いじめとは何か、どうすれば防ぐことができるのかを考え、い

じめは人権侵害であり、許されないということを学ぶことができました。 

 ○スクールロイヤー事業実施回数 

法的相談を２回、研修を５回、いじめ予防授業を６回実施しました。中には事

案によって複数回相談を実施した学校もありました。 

○モデル校の活用研究 

小学校５校、中学校２校がモデル校として、法的相談と研修、いじめ予防授業

を実施しました。その後、いじめ問題や保護者対応など、すべての案件の対応に

活かすことができたと回答がありました。 

＜いじめ・体罰等電話相談、来室相談、いじめ相談メール＞ 

○相談件数 

教育相談担当（２名）が電話や面接等によ

る相談を行っており、令和３年度の相談件数

は１７８件で、保護者からの相談が、全体の

約７０％を占めています。 

○相談内容 

相談内容は多岐にわたり、その中で「学校での子どもへの指導内容に対する相談」

が５５件と最も多く、「いじめに関する相談」は２６件で、「体罰に関する相談」は３

件でした。 

 

 R1 R2 R3 
総相談件数 207 105 178 

学校の指導 
内容の相談 

43 35 55 

いじめ 19 10 26 
体罰 5 2 3 

(件 )  
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○いじめ相談メール 

平成２６年度から、相談をいつでも受け付けることができるよう、市ホームペー

ジに「いじめ相談メール」を開設しています。令和３年度は７件の相談があり、学校

と連携を図りながら、解決に向かうよう対応しました。 

 

◆ 今後の方向性 
○ 令和４年度は、スクールソ－シャルワーカーを拠点巡回型については、９中学校区

に拡大するとともに、従来通りの派遣型も活用し、子どもが抱える福祉的な課題に

ついて、学校や行政、地域や家庭との連携・仲介・調整を行いながら、問題行動

等の未然防止・改善・解決を図ります。 

○  令和４年度は、スクールカウンセラーを週１日配置する学校を市費において 

２８校と配置拡充し、教育相談の充実を図ります。 

○  令和４年度より、ＳＮＳを活用したいじめ等の相談受付を実施することによ

り、小学校５年生以上の子どもたちが相談しやすい環境づくりを進めます。ま

た、アプリでの相談に加え、いじめ相談アプリを開発した業者が各校に講師を派

遣し、いじめ予防に関する授業を行い、授業を通していじめの未然防止を図り、

いじめ防止啓発を行います。 

○ 不登校やいじめの未然防止、早期発見、早期対応を図るために、今後もスクールカ

ウンセラーやスクールソーシャルワーカーと連携し、子どもや保護者への支援方

法の助言等、すばやく対応ができるよう、相談体制の充実に努めます。また、引き

続き教職員の教育相談力の向上に努めます。 

２．安心して過ごせる学級づくりの推進 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

○Ｑ－Ｕ調査を活用した学級集団づくり 

・Ｑ－Ｕ調査での実態把握と対応 

市内全小学校４年生以上の約 8,000 人、市内全中学校の約 7,800 人に対し、Ｑ－

Ｕ調査を年間２回実施し、調査結果をもとに、いじめや不登校などの未然防止及

び早期発見・早期対応に努めました。 

・Ｑ－Ｕ調査にかかる校内研修会 

年間２回以上の校内研修会を開催し、教職員のカウンセリング能力や学校の相

談機能を高め、個々の子どもの心のケアをするとともに、子ども同士の関わりを

深める学級集団づくりを進めました。 

・指導主事による指導・助言 

月別問題行動報告から課題のある学校及び学級に対して、Ｑ－Ｕ調査結果を

分析した上で指導主事が訪問し、改善のための指導・助言を行いました。 

○居場所・絆づくり 

・情報共有と組織的対応 

「日々の観察や教育相談」「生活ノート」「Ｑ－Ｕ調査」「いじめ調査」等から、子

どもの心のサインに気づき、教職員間で情報を共有し、組織的に対応しました。 

・人間関係づくり 

  日々の授業や様々な活動を通して、子どもと教師、子どもと子どもとが共感し

合える人間関係づくりを進めました。 

・自己肯定感・自己有用感 

発達段階に応じて集団の規律やルールを守り、互いに協力し合えるような活動



 

 

２ 

を仕組むことで、他人の役に立っている、他人から認められているといった子ど

も一人一人の自己有用感や自己肯定感を形成していく取組を進めました。 

◆ 今後の方向性 

〇 Ｑ－Ｕ調査にかかる校内研修会等において、指導主事が積極的に指導・助言を

行うことで、教員のカウンセリング能力や学校の相談機能を高め、個々の子ども

の心のケアをするとともに、子ども同士の関わりを深める学級集団づくりを進め

ます。 

〇  「学校生活のきまり」「学習規律」「指導上の申し合わせ事項」について中学校

区で情報交換を行い、学校生活の基本となるルールを統一するなど、より共通理

解を図りながら、規範意識をもってルールを守ることができる集団づくりを進め

ます。 

〇  「Ｑ－Ｕ調査」や市独自の「いじめ調査」等を活用して、いじめ、不登校、問

題行動等の前兆を早期に発見するよう努めます。また、教職員による教育相談や

スクールカウンセラー等によるカウンセリングを通して、早期解決につながるよ

う、各校への指導・助言を行います。 

 

３．問題行動等の未然防止・早期発見・早期対応 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

○生徒指導における学校、教育委員会及び関係機関との連携 

・各校への指導主事の訪問・助言 

６月にすべての小中学校を訪問し、指導方法や指導体制等について情報交換

を行うとともに、各校が抱えている問題（暴力行為、不登校、いじめ等）を把

握し、その解決及び生徒指導体制確立に向けて助言を行いました。 

・ケース会議の充実 

各小中学校のケース会議に指導主事が延べ４０回出席しました。この会議で

は、北勢児童相談所、こども家庭課、各警察署などの関係機関や医師、スクー

ルカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、民生委員、主任児童委員など

それぞれの専門分野からの知見を活用し、問題解決の方策を検討しました。 

・警察署との連携 

各警察署とは、学校警察連絡制度に関する協定を結んでおり、令和３年度は、

教育委員会及び学校との間で行われる連絡会については、新型コロナウィルス感

染症の影響で開催できませんでしたが、月１回の情報交換会などを持ちました。 

・生徒指導定例会 

隔月ごとに市教育委員会指導課・教育支援課・青少年育成室・少年サポート

センター・県生徒指導特別指導員で構成される生徒指導定例会を開催し、様々

な問題行動等の情報交換や各校への助言内容等を検討しました。 

・虐待対応 

  虐待を受けたと思われる児童生徒を発見した場合は、速やかにこども家庭課

や児童相談所へ通告（連絡・相談）するよう学校に対して助言しました。 

「四日市市子どもの虐待及び配偶者からの暴力防止ネットワーク会議」等

で、児童虐待の状況報告および対応について各関係機関の情報交換を行い、ネ

ットワーク機能を活かした的確な対応に努めました。 
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・生徒指導担当者研修会 

令和３年度は４月、７月、２月の３回に小・中学校生徒指導担当者研修会を

行いました。７月の研修会においては、ＳＳＷ、ＳＣ、児童相談所より、連携

の在り方や活用など現場の実態に沿った研修を行いました。２月にはオンライ

ンで開催し、「学校における自殺予防の取り組みについて」～自傷行為・希死

念慮を訴える児童生徒に寄り添うために～と題し、保健予防課、児童精神科医

と連携し、小中学校における生徒指導の連携等を図りました。 

・弁護士の活用 

円滑な生徒指導の推進のため、学校で起こる様々な問題に対して、教育委員会

顧問弁護士などから教育委員会や学校が指導・助言を受け、法的根拠に基づく対

応力向上に努めました。 

 

〇いじめの実情 

・基本姿勢 

いじめは、どの子どもにも、どの学校に

も起こり得るとの認識のもと、その早期発

見に努め、いじめを認知した際には、早期

解決に努めています。「いじめは絶対に許

されない」との意識を学校全体で共有し、

子どもを「加害者にも、被害者にも、傍観

者にもしない」教育の実現に努めていま

す。 

 ・アンケートの実施 

いじめの早期発見、早期解決につながる

よう、各校では、児童生徒に対して「いじ

めアンケート」を各学期に１回以上実施しました。 

・いじめ認知件数                              

令和３年度におけるいじめ認知件数は、小学校で４９８件、中学校で１８２件、

合計６８０件となり、令和２年度に比べ、６２件増加しました。このように、認知

件数が増加した背景として、「初期段階のいじめを含めて積極的に認知し、その解

消に向けた取組のスタートラインに立っている」という文部科学省のいじめ認知の

見方を各校に周知し、いじめ認知の具体的な例を紹介するなど、積極的な認知に努

めた結果であると捉えています。いじめを見逃すことなく、積極的に認知し、早期

発見、早期解決に向けた取組を進めています。 

・いじめの態様で多かったもの  

  小中学校ともに相手から「嫌なことを言われる」ことが最も多く、小学校では 

３８％、中学校では５３％を占めました。 

 

 

  小 中 

１ 冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる 38％ 53％ 

２ 軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする 21％ 9％ 

３ 仲間はずれ、集団による無視をされる 8％ 9％ 

４ 嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする 14％ 9％ 

５ パソコンやスマホ、ケータイなどで、嫌なことをされる 3％ 10％ 

R1 R2 R3
小学校 409 473 498
中学校 163 145 182

409 473 498

163 145 182

0
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いじめ認知件数 (件 )  
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小学校 中学校

暴力行為件数（内訳） R1 R2 R3

・ソーシャルネットワークサービス（ＳＮＳ）上のいじめの課題 

相手を特定できないいじめやインターネット上でのいじめなどが増加しており、

特に中学校では２番目に多くなっています。 

ＳＮＳ上でのいじめについては、学校も家庭も把握しにくいところもあり、発見

や問題解決までに時間のかかるものが多く、対応について、今後の課題となってい

ます。 

○いじめ問題への対策 

・いじめ問題対策調査委員会等の開催 

教育委員会では、元家庭裁判所調査官、弁護士、心療内科医、臨床心理士で構

成された「四日市市いじめ問題対策調査委員会」を年２回、法務局（人権擁護委

員協議会）、四日市市三警察署、児童相談所、学校関係者による「四日市市いじめ

問題対策連絡協議会」を年１回開催し、ともにいじめ防止対策推進法に基づく学

校での取組状況の把握と検証を的確に行うとともに、関係者間の連携強化を図っ

ています。 

・学校いじめ防止対策委員会等の開催 

三重県いじめ防止基本方針を参考に策定した、「四日市市いじめ防止基本方針」、

各校の「学校いじめ防止基本方針」の見直しを図り、早期発見・解決に向けて、

学校いじめ防止対策委員会を中心に、取組を進めました。 

・いじめ防止啓発 

いじめ防止に関する啓発活動を推進するため、市内小中学校の児童生徒から、

いじめ防止に関する標語を募集し、いじめ防止のぼり旗を作成しました。全小中

学校に配付し、いじめ防止に関する取組に活用しました。 

〇暴力行為 

・暴力行為の現状 

令和３年度の暴力件数は小学校で２７９件、中学校で１３５件、全体で４１４件

となりました。令和２年度と比べ、小学校の児童間暴力が増加しました。何度も暴

力行為を起こす児童や、発達に課題のある児童について、衝動が抑えられずに暴力

行為に及ぶ児童が増加しています。落ち着かない児童の指導については、保護者と

の連携を密にして、継続した指導を行っていくことが大切だと考えます。また、学

校だけで抱えることなく、関係機関と積極的に連携を図って対応するように助言し

ています。 

・児童生徒への対応 

繰り返し暴力行為に至った児童生徒に対して、スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカーだけでなく、発達に携わる関係機関や心療内科等の医療機関と

の連携が必要となるケースもあります。各校では、初期対応や該当児童生徒の特性

を踏まえた対応等を全職員で共通理解を進め、学校全体で組織的に対応することを

大切にしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(件 )  
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◆ 今後の方向性 

○ 「四日市市いじめ問題対策調査委員会」や「四日市市いじめ問題対策連絡協

議会」でいじめ対策等についての協議を継続し、今後もいじめを未然に防止す

るために、委員からの助言を参考にしながら、対策を進めます。 

○ 児童生徒及び保護者に「暴力は絶対に許されない」等の明確なメッセージを発信

し、学校だけでなく、児童相談所や警察をはじめとする関係機関との連携を強化

するなど、毅然とした対応をとります。 

○  低年齢化する問題行動やその他の生徒指導に係る課題等への早期対応を図る

ために、学校・家庭・地域や関係機関（警察、福祉、医療等）と情報を共有し

ながら、今後も協働・連携を密にしていきます。 

 

４．不登校児童生徒への支援体制の充実 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

○本市における不登校児童生徒の実態 

・ 令和３年度における不登校児童生

徒数は、小学校１９０人、中学校４

０９人、全体で５９９人となりまし

た。令和２年度の４６１人に比べ、

１３８人増加しました。 

 ・ 不登校発生率（不登校児童生徒数

／在籍児童生徒数×１００）は、小

学校で１．２３％、中学校で５．２

７％でした。 

・ 令和３年度の新規不登校児童生徒数（前年度は不登校ではなかった児童生徒数）

は、小学校１３４人、中学校２３１人、全体で３６５人でした。令和２年度の２

４５人に比べ、１２０人増加しました。 

・ 令和２年度に不登校だった児童生徒のうち、令和３年度に欠席３０日未満となっ

た児童生徒数は、小学校４７人、中学校７０人、全体で１１７人※ ６でした。 

 ※６「令和２年度の計－令和３年度の継続（令和２年度も不登校であった児童生徒数）」により算出 

 

  不登校新規・継続児童生徒数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ さらに、「登校できるようになった。」「登校には至らないものの、好ましい変化

が見られるようになった。」という児童生徒は、小学校で１９０人中１９人（１０．

０％）、中学校で４０９人中８２人（２０．０％）となっています。 

Ｒ３ 継続 新規 計 ※5

Ｒ２ 継続 新規 計 小１ 0 15 15

小１ 0 13 13 小２ 5 11 16 8

小２ 2 11 13 小３ 7 20 27 6

小３ 13 13 26 小４ 8 30 38 18

小４ 8 12 20 小５ 14 30 44 6

小５ 13 18 31 小６ 22 28 50 9

小６ 15 27 42 中１ 30 74 104 12

中１ 31 68 99 中２ 76 77 153 23

中２ 62 45 107 中３ 72 80 152 35

中３ 72 38 110 合計 234 365 599 117

合計 216 245 461

115 145 190
290 316

409
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不登校児童生徒数と発生率

不登校児童数（小） 不登校生徒数（中）

発生率（小） 発生率（中） (％ )  (人 )  



 

 

２ 

 ・ 不登校の要因として、小中学校ともに「無気力」「不安」の傾向の割合が高く、

次に小学校では、「親子の関わり方」、中学校では、「いじめを除く友人関係をめぐ

る問題」が高くなっています。 

 ・ 新型コロナウイルス感染症への不安や臨時休校による生活リズムの乱れが要因と

なった事例もありました。 

 ・ 具体的な支援・指導方法の紹介のために作成した「不登校対応Ｑ＆Ａ」について、

不登校対策アドバイザー※ ７が学校訪問で、Ｑ＆Ａを活用した助言を行うとともに、

校内研修会での活用を勧めました。 

※７不登校対策アドバイザー…不登校児童生徒支援の経験の深い教職経験者 

 
○「小中不登校連携シート」※ ８「様式３」※ ９を活用した不登校対応  

  ・ 不登校傾向のある児童について、小学校が小中不登校連携シートを作成し、中学

校に引き継ぎました。また、不登校及び不登校リスク群※ 10 の全ての児童生徒につ

いて様式３を作成しました。  
  ・ これらの資料を用いて情報の共有や支援方法の検討を行うことで、不登校の初期

対応や児童生徒支援に努めました。  
※ ８ 小 中 学 校 不 登 校 連 携 シ ー ト … 不 登 校 傾 向 の あ る 児 童 の 情 報 を 、 小 学 校 か ら 中 学 校 へ 引 き 継 ぐ

為 の 資料  

※ ９ 様式 ３… 不 登校 及び 不登 校 リス ク群 の 状況 及び 今後 の 支援 等の 情 報資 料  

※ 10 不 登 校 リス ク群 …欠席 10 日 以 上 、遅 刻早 退 30 日 以 上、 別室 登 校い ずれ かの 状 況の 児童 生 徒  
 

○登校サポートセンターを核とした不登校対策 

【不登校対策アドバイザーによる学校訪問】 

・ 不登校対策アドバイザーが、全小中学校を訪問し、「登校を促す早期アプローチ」

や「不登校対応Ｑ＆Ａ」を参照した取り組みの推進を進めるとともに、校内不登

校対策委員会を中心に据えた校内支援体制の整備について以下のポイントに基づ

いた指導・助言を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➀不登校の未然防止  
 ・全ての児童生徒に確かな学力の定着や心と体の健全な育成を図るなど、魅力あ

る学校づくりを推進する。  
 ・欠席が 3 日間続いた児童生徒の校内での情報共有や家庭訪問の実施等、不登校

の未然防止と早期対応に努める。  
・不登校リスク群の児童生徒の状況を把握し、支援方法の定期的な検討を行う。  

➁不登校児童生徒への支援  
・不登校児童生徒に対しては、別室登校や放課後登校、家庭訪問など学校復帰や

社会的自立につながる取り組みを継続する。  
・不登校による学業の不振に対しては、児童生徒の登校時を支援の場として大切

にするとともに、校内ふれあい教室への通級や別室登校、ＩＣＴ等の活用な

ど、児童生徒の実態に基づき、個に応じた支援方法を選択する。  
・家庭に起因する事例に対しては、ＳＣやＳＳＷを活用するとともに、支援の方

策を整理したうえで、早期に関係機関につなげる。  
・中学校では進路指導・就労支援を通して、卒業後の社会的自立の促進を図る。  



 

 

２ 
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Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

登校サポートセンター

市内入級児童生徒数推移

ふれあい教室 わくわく教室

【校内ふれあい教室における支援】 

・ 登校はできるが教室に入ることができない生徒の学習機会と居場所を確保するた

めに、中学校６校に校内ふれあい教室を設置するとともに、専任の教員を配置し

ました。 

・ 専任の教員は、校内ふれあい教室において生徒の相談・支援を行うとともに、校

内の不登校対策の核として、管理職とともに校内不登校対策委員会の運営や校内

体制の整備を行いました。 

・ 令和３年度は中学校６校の校内ふれあい教室に８３人が通いました。 

・ 校内ふれあい教室を利用した不登校生

徒に、ニーズと満足度に関するアンケー

トを行ったところ、高いニーズと満足度

が得られました。 

 

 

 ※11 アンケート実施時の利用者は 66 人で、うちアンケートに回答できた者は 44 人（回答率 66.7％） 

 （算出方法）ニーズ・満足度（％）＝ニーズ・満足度が共にあると回答した生徒数／全回答者数×100 

・ 校内ふれあい教室に通う生徒は、学習を進めたり、同級生や教職員との関係を深

めたりしました。その結果、登校できる日数が増えたり、教室に入ることができ

たりする利用生徒が見られました。 

・ 校内ふれあい教室を設置した学校の教員からは、「不登校生徒の登校への抵抗を

下げることができた」「登校することで不登校生の進路などに対する保護者の不安

を軽減することができた」など、校内ふれあい教室の利用が有効な生徒がいたと

いう意見が出されました。 

 

【登校サポートセンター（ふれあい教室・わくわく教室）における支援】 

  ・ 社会的自立に向けて、個別の指導計画  
  を立て、個に応じた学習活動やカウンセ  

リング、ソーシャルスキルトレーニング  
等を行いました。オンライン学習教材  
「学んで E-net！」を活用した学習も行  
いました。  

・ 令和２年度は、臨時休業の影響で入級  

数は減少しましたが、令和３年度は、再 

び増加傾向に転じました。 

・ 通級生とその保護者及び在籍学校の教職員との相談（電話相談）を 2,225 回行い

ました。（令和２年度 2,271 回） 

  ・ 登校サポートセンターへの通級につながらない児童生徒に対して、訪問支援（ア

ウトリーチ）や学校との調整等を１２人に行いました。（令和２年度３０人） 

 

 

 

 

ニーズ・満足度調査（※11） 

居場所感 ９１％ 

専任教員の対応 ９１％ 

学習のし易さ ９１％ 

困り感出し易さ ８９％ 

（人） 
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【不登校児童生徒支援ボランティア（ふれあいフレンド）事業】 

・ 通級生と年齢の近い学生ボランティア（ふれあいフレンド）が、登校サポート

センターや児童生徒の家庭において、話し相手や遊び相手となっています。令和

３年度、家庭派遣は実施しませんでした。 

 

○不登校対策委員会の実施 

  ・ 不登校対策委員会及び事務局会をあわせて、１０回実施しました。（令和２年度

１２回） 

・ 不登校児童生徒がフリースクール等の民間施設やＩＣＴ等を活用した学習活動を

行った場合の指導要録上の出席扱いについて、現状を踏まえ「不登校児童生徒の

指導要録上の出欠の取扱い等に関するガイドライン」の活用を進めました。 

 

 ○進路決定への支援 

  ・ 中学校の進路相談の取り組みによ

り、不登校生徒は、中学校卒業時に

は、進学や就労など、自らの進路を

決定しています。 

  ・ 卒業時に進路を決定できない生徒

については、卒業後に相談や支援が

受けられる関係機関の情報を提供し

ています。また、必要に応じて、卒

業後も教員が生徒や保護者の相談を

受けたり、上級学校の再募集の案内

や手続きを行ったりしています。 

 

◆ 今後の方向性 

誰一人取り残さない教育をめざし、以下の不登校対策に取り組みます。 

○不登校の未然防止・初期対応 

 ・ 新たな不登校を生まないため、引き続き、すべての児童生徒にとって安心して教

育をうけられる、魅力ある学校づくりを進めます。 

・ 不登校要因の「無気力・不安」に対する対策として、心の健康保持に関する教育

の実施を推進するとともに、教育相談の充実を図ります。 

・ 小中不登校連携シートの活用や欠席３日目の家庭訪問等により、不登校の未然防

止に努めます。 

 ・ 不登校リスク群児童生徒など、予兆を含めた初期段階から、様式３を活用した校

内不登校対策委員会を中心とした組織的・計画的な支援を促進します。 

  

○登校サポートセンターを核とした不登校対策の充実・強化 

 ・ 登校サポートセンターを核とし、全小中学校に設置する校内不登校対策委員会及び

配置する不登校対応教員との連携により、不登校支援体制の充実・強化を図ります。 

・ 校内ふれあい教室を新たに３中学校増設（計９中学校）し、不登校生徒の学校内

の居場所づくりを促進します。 
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【本市不登校対策のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・ 登校サポートセンターでは、引き続き個別の指導計画に基づく個に応じた支援を

行うとともに、保護者や在籍校の教職員との連携を図ります。 

 ・ 不登校の状態に応じた段階的な支援を行います。フリースクール等の民間施設や

ＩＣＴ等を活用した学習活動等も含め、いずれの支援も受けていない児童生徒に

ついては、スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）や関係機関につなげることを

促進します。 

 ・ 必要に応じて、教員とともに家庭訪問（アウトリーチ）を行い、学校や登校サポ

ートセンターにつなげます。 

 

〇不登校対策委員会の実施 

 ・ 不登校の現状と課題を把握し、より効果的な対策を検討するため、引き続き、不

登校対策委員会を実施します。 
 

〇進路決定への支援 

 ・ 不登校生徒の社会的自立につなげるため、進路決定への支援を行うとともに、卒

業時に進路を決定できない生徒についても、「義務教育終了相談窓口一覧」等を活

用し、支援を受けることができる関係機関につなげます。 



 

 
 

３ 人権教育の充実 

◆ ねらい 

人権問題を自らの問題と捉え、身近なことから取り組むとともに、主体的に自己選

択・自己決定し、問題を解決する行動力の育成を図ることにより、子どもたちの現在

及び将来における自己実現を目指します。  
また、教職員の人権意識を高め、人権教育における指導力向上を図るとともに、学

校・家庭・地域が一体となった人権教育の推進を図ります。 

 

◆ 取組指標とその評価 

※１ 子ども人権フォーラム…市内２２の中学校区において、小中学生が身近な人権問題について学

び合ったり、話し合ったりする活動 

令和３年度は取組指標が達成されました。子ども人権フォーラムの４つのねらいで

ある、①人権教育カリキュラムへ位置づけること②子どもにつけたい力を系統的に記

載すること③参加した児童生徒が学びを他学年や保護者・地域に向けて発信すること

④他学年での実践へ活用することが各校で取り組まれました。 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（１）子どもが主体となる人権学習の充実 新プロ５  

○人権を尊重する行動力の育成（子ども人権フォーラム）  
各中学校区では、児童生徒の主体的な参画をめざし、子

ども人権フォーラムの開催に向けて、実行委員会を立ち上

げたり、全体会やグループ討議の司会進行を児童生徒が担

ったりしています。  
また当日は、児童生徒が男女差別や子どもの人権等、身近な人権問題の解決に

向けて、事例をもとに考え、互いに意見を出し合い、差別解消に向けた行動につ

いて学び合う機会となっています。  
タブレットなどのＩＣＴ機器を活用して資料提示やグループ討議の意見集約、

全体交流を行ったり、オンラインによって学校間をつなぎ、他校の児童生徒と意

見を交流したりする中学校区もありました。  
 
 ○「メディア・リテラシー※ ２養成を通じた人権教育」に対する取組  

インターネット上において多くの誹謗中傷や差別事象が発生しており、自他の

人権を大切にするためにメディア・リテラシーを身につけることは重要です。  

取組指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ３ 目標値 

子ども人権フ ォーラム
※ １ の ４ つ の ね ら い の

うち、３つ以 上を実施

した学校数（校）  

６ ３９ ３０ ３８ ５３ ５４ ５９ 
全小中 
学校 

（５９校） 

H30 までは全 60 校、R1 からは全 59 校 

オンラインによる 
学校間リモート交流 



 

 
 

市立全小中学校（小３・中２）では出前授業を実施し、 

誰がどんな意図で発信した情報なのかを確かめることや事

実と憶測とを見極めることの大切さ、そして仲間を大切に

することを学びました。また、市立全小中学生にリーフレ

ットを配付し、メディア・リテラシーを身につけるために

活用しています。  
※２ メディア・リテラシー…インターネットやメディアが発信する情報をそのまま受け取るの

ではなく、自らの判断で主体的に読み解き、活用する力のこと 

 

○さまざまな人権問題への取組  
 さまざまな人権問題につい

ては、人権教育担当者研修会

等で周知を図ったり研修動画

を作成したりして取組の充実

を図りました。なかでも「性

的少数者の人権」に関する学習については市立全小中学校で実施されています。

また、生徒会を中心にいじめ防止のピンクシャツ運動やコロナ差別防止のシトラ

スリボン運動に取り組んだり、児童がおかしいと思ったことを出発点として学級

で議論を進めたりするなど、児童生徒が主体的に活動する様子が見られました。  
 

○学習資料教材（人権カレンダー・人権作文集）の作成 

人権啓発ポスターは２４３点の応募がありました。仲間

の大切さやコロナ差別防止、ヘルプマークの啓発等、多岐

にわたります。人権啓発ポスターの入選作品を人権のひろ

ば展で掲示し、人権カレンダーを作成しました。人権作文

は１０７点の応募があり、入選作品を人権作文集に掲載し

ました。人権カレンダーと人権作文集は、各校において学

習資料として活用しています。 

 

（２）教職員人権教育研修の充実 

○教職員研修会の開催 

小中学校の初任者・転入者等を対象にした研修会では、当課

作成動画視聴で実施しました。（参加のべ人数：１０８名） 

人権教育実践研修会、学校人権教育リーダー育成研修会、学

校人権教育リーダーフォローアップ研修会は、「部落問題の現

状と人権教育の課題」、「メディア・リテラシーと人権」等の内

容をオンラインで実施しました。（参加のべ人数：１９２名）  
各地で開催された研究大会や研修会では、積極的にオンライン

を活用し、教職員の受講機会の確保に努めました。（参加のべ人数：１０６名） 

   学校人権教育リーダー育成研修会の受講者は、学校人権教育推進人材バンクに登録  

され、各校の人権学習の推進や子ども人権フォーラムの企画・運営の役割等を担って  

います。（Ｒ３.４.１現在登録者数：２７４名） 

 

「性的少数者の人権」に関する学習実施校数（校） 

 H27 H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 

小学校 23 35 34 38 34 37 37 

中学校 ７ 11 14 18 20 22 22 

合計 30 46 48 56 54 59 59 

出前授業のようす 

人権啓発ポスターの展示 

オンラインによる  
研修会のようす  



 

 
 

○校内における教職員ＯＪＴ※ ３研修の推進 

学校人権教育推進人材バンク登録者や人権教育推

進委員を中心に、校内におけるＯＪＴ研修が、３３

校で延べ６８回実施されました。部落問題学習や多

文化共生教育、性的少数者の人権に係わる問題の解

決に向けた教育、なかまづくり等に加え、新型コロ

ナウイルス感染症に係る差別や偏見を未然に防ぐ取

組についての研修も行われました。 

※３ 教職員同士がこれまでの経験を活かしながら、指導方 

   法等について学び合う校内研修の持ち方のこと。 

   On the Job Training の略。 

 

○人権教育推進校指定事業の実施 

令和３年度は小学校６校、中学校４校を指定しました。指定校では、部落問題

学習をはじめとする人権学習や差別をなくすためのなかまづくりについて研究を

進め、実践の成果を市内小中学校に広めました。 

小学校指定校：浜田、神前、大矢知興譲、八郷、保々、大谷台 

  中学校指定校：笹川、三滝、朝明、楠 

 

○中学校ブロックにおける人権教育研修 

中学校区を単位として、人権研修会や保育・授業公開を行いました。内訳とし

ては、人権研修会２４回、保育・授業公開４３回、地域・保護者と連携した研修

会３５回でした。（一部延期・中止した校区もありました） 

 

（３）地域とともに取り組む人権教育の推進 

○保護者や地域住民に対する人権啓発 

各校ではＰＴＡ人権研修会等を計画・実施して、保護者や地域住民に対する人  

権啓発に取り組んでいます。コロナ禍において令和３年度は開催を中止、延期す  

る学校がみられましたが、開催方法を工夫して講演会や懇談会を実施した学校も  

ありました。 

いじめ防止については、「いっしょに考えよう～いじめ問題～(保護者編)」の

リーフレットを配付して保護者や地域住民への啓発を行いま

した。 

   また、令和３年度より、インターネット上の人権侵害防止

について、児童生徒に配付した「メディア・リテラシーと人

権」のリーフレットを通じて啓発を進めました。 

 

 

 

 

 

 
「メディア・リテラシーと人権」 

中学生版リーフレット 

校内におけるＯＪＴ研修の 

実施状況 

6校

21校21校
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23校
32校 33校

6回

33回35回37回
40回

73回
68回

0
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40
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○地域子ども教室 

（対象校区）西笹川中・三重平中・中部中・大池中・楠中・三滝中・朝明中 

      （一部縮小・中止した校区もありました。） 

   それぞれの地域で運営されている「地域子ども教室」において、教職経験者、     

  地域住民、学生等のスタッフが放課後や休日、長期休業中における学習支援等を  

行いました。参加した子どもたちは、個別の支援によって集中して学習し、学習  

理解の充実感から学習への意欲向上や、学習習慣の定着につながっています。 

 

○子ども人権文化創造事業・自己実現支援事業 

地域とともに進める子どもの活動として、市内４か所の人権プラザを拠点とし、

部落差別をはじめ、さまざまな差別を解消するための活動を行いました。 

子 ども人 権 文 化 創 造 事 業  自 己 実 現 支 援 事 業  

地 域 人 権 教 育  

推 進 活 動  

子 どもの 

居 場 所 づくり活 動  

キッズ・スクール 

活 動  

自 主 学 習  

支 援 活 動  

進 路 ・就 労 につながる

出 会 い・体 験 活 動  

なかまづくりや 

人 権 学 習 活 動  

子 どもたちが安 心 し

て 学 習 した り 、 遊 ん

だりできる安 全 な居

場 所 づくり活 動  

地 域 住 民 等 を講 師  

として行 うスポーツ、

文 化 、体 験 活 動  

学 習 習 慣 の定 着 を図

り 、 基 礎 学 力 の 向 上

に向 けた活 動  

進 路 や就 労 など将 来

に つ い て 考 え る こ と を

ねらい とした 進 路 ガイ

ダンスや社 会 見 学  

 

◆ 今後の方向性 

 ○子どもが主体となる人権学習の充実                                                                                                                              

子ども人権フォーラムでは、小中学校の連携を密にすることで、系統的につけ

ていく力を明らかにし、児童生徒が、自分や他者の人権を守るための実践行動へ

どうつなげていくのかという点についても、取組を充実していきます。 

メディア・リテラシー養成を通じた人権教育では、令和４年度も市立小中学校

（小３・中２）での出前授業の実施、市立小中学生に向けたリーフレットの配付

を行い、より一層取組を充実させます。 

三重県人権教育基本方針の個別的な５つの人権問題※ ４はもとより、いじめ問題

や性的少数者の人権、新型コロナウイルス感染症等の患者の人権、インターネッ

ト上の人権侵害等、身近な差別や偏見を見抜き、その解決に向けた行動力を培う

学習に取り組みます。 

※４ 個別的な５つの人権問題…部落問題・障害者・外国人・子ども・女性の人権 

 

○教職員人権教育研修の充実 

市教育委員会主催の教職員人権教育研修を充実させるとともに、学校人権教育

推進人材バンクを活用した校内における教職員同士のＯＪＴ研修を進め、各校に

おいて教職員の資質や指導力の向上、人権教育の推進を図ります。 

 

 ○地域とともに取り組む人権教育の推進 

子どもたちが、自己の生き方を見つめ、反差別の心情を育んだり、自ら学ぶ意

欲を高め、進路を切り拓いたりしていくために、子どもの教育に熱意や理解のあ

る人材の確保に努め、地域住民や保護者との協力体制をより一層充実させます。 



 

 
 

２ 

４ 読書活動の充実 

◆ ねらい  

読書活動を通して想像力・思考力・表現力等を育成し、子どもの豊かな心を育みます。 

また、「四日市市子どもの読書活動推進計画」を踏まえ、子どもを取り巻く読書環境を

充実させるとともに、家庭との連携により、望ましい読書習慣の形成を図ります。 

◆ 取組指標とその評価  

取組指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ３ 目標値 

① 読 書 活 動 推 進 校 ※

の指定校数（校） 
６ ６ ６ ６ ６ ６ ６ 

５年間で 
延べ 

３０校 

②「学校 図書館 図書
標準」に 示され てい
る蔵書数 を達成 した
学校数（校） 

３９ ４２ ４７ ５１ ５２ ５４ ５６ 
全小中学校 
（５９校）  

 

 

○取組指標① 

推進校の実践について、動画配信等を活用して全小中学校に発信しました。今後も推

進校の優れた取組を市全体に発信することで、読書量の増加及び読書活動の質の向上を

図ります。 

○取組指標② 

「学校図書館図書標準」を目安として、蔵書数を確保するとともに、新しい本の配架

を進め、蔵書の充実を図ります。 
 

◆ 具体的な施策の現状と課題   

 (１) 学校図書館活動の充実 

学習指導要領においては、児童生徒の自主的、自発的な学習活動や読書活動を充実

させるため、学校図書館を計画的に利用し、その機能の活用を図ることが記されてい

ます。 

令和３年度においても、「学校図書館いきいき推進事業」の推進により、市内の小中

学校５９校に週１日以上、専門的な知識を持つ学校図書館司書を配置しました。各校

の司書教諭や学校図書館担当者、図書ボランティアの活動を支援するとともに、司書

と連携した授業を小学校で４，９８５回、中学校で３３３回行いました。 

また、推進校を指定し、ビブリオバトル（書評合戦）や読書後の１分間コメント等、

学校図書館を活用した思考力・表現力を高める授業や、子どもが自ら選書する機会を

設定することによる蔵書の充実、家庭読書の推進等、児童生徒が主体的に本にかかわ

る態度を育てる取組を行いました。こうした推進校の取組を、学校図書館担当者研修

会で発信することで、各校の読書量の増加及び読書活動の質の向上につなげています。 

 

 

H30 までは全 60 校、R1 からは全 59 校 

※ 読書活動推進校…特色ある取組を全市に普及する学校。毎年 6 校指定。令和３年度は、中部中、

富田中、南中、浜田小、塩浜小、三重小。 



 

 
 

２ 

 

 【学校図書館蔵書の状況】 

学校図書館蔵書の状況（令和３年度） 

学校図書館の現状に関する調査 小学校(37 校) 中学校(22 校) 

四日市市の蔵書数 409,070 冊 266,169 冊 

四日市市の学校図書館標準冊数 340,360 冊 235,120 冊 

四日市市の学校図書館の蔵書整備率 120.2％ 113.2％ 

四日市市の学校図書館の図書標準達成校 35 校 21 校 

学校図書館図書 

標準達成学校数の割合 

四日市市 94.6％ 95.5％ 

全国 71.2％ 61.1％ 

（四日市市の 数値は令 和３年度 調査、全国の 数値は令 和２年度 「学校図書館 の現状に 関する調 査」結果によ る）  

  学校図書館図書標準を達成する学校の割合は、小学校、中学校ともに全国を上回っ

ています。子どもの読書意欲を高めるためには、定期的に学校図書館にある古い本を

廃棄して、新しい本を配架していく必要があります。新刊を購入する際は、学校図書

館司書の知見も活かしながら、子どもたちが選書する取組を進めている学校も増えて

きました。 

(２) 市立図書館との連携の充実 

学校図書館いきいき推進検討委員会、市立図書館と連携し、読み聞かせ用図書の選

定や、平成１６年度から市立図書館の本で構成された学校貸出専用図書「なのはな文

庫」の貸出を行っています。なのはな文庫には、読み物図書の他に、授業での調べ学

習やキャリア教育に役立つ図書もあります。 

市立図書館では、平成２０年度から学校図書館いきいき推進検討委員会と連携し自

動車文庫を小学校へ派遣しています。子どもたちは自動車文庫についての説明を受け、

実際に車内を見学しながら、本を手に 

取っています。また、市立図書館の司書 

による読み聞かせやクイズを通して、読 

書の楽しさを体験し、学習を深めていま 

す。 

市立図書館の点字・録音資料室では、 

視覚障害など読書が困難な人のために、 

読書支援を行っています。視覚障害や点字、録音図書等への正 

しい理解を深めるため、市内の小学校に在学する児童を対象に 

「夏休み子ども点字教室」を開催しています。その他、総合的な

学習の時間の一環として、小学校から講師派遣の依頼があれば、

点字図書を実際に用いた学習を実施しています。 

◆ 今後の方向性  

〇 引き続き、学校図書館司書の授業支援等の積極的な活用を図り、より多くの児童

生徒が主体的に本に関わる態度を育成していきます。 

〇 令和４年度も小・中学校３校ずつを読書活動推進校に指定し、学校図書館を活用

した読書活動の好事例を集め、学校図書館担当者研修会等で発信していきます。 

〇 市立図書館との連携においては、なのはな文庫の学校巡回や市立図書館からの貸

出を積極的に活用し、子どもの「手の届くところに本がある」環境づくりに努め

ます。 

  年度 小学校(回) 中学校(回) 貸出冊数(冊) 

R１年度 98 48 17,623 

R２年度 94 45 15,719 

R３年度 91 48 16,242 

なのはな文庫の利用状況 

市立図書館の自動車文庫  



 

 

２ 

５ キャリア教育の推進  

◆ ねらい 

将来、子どもたちが社会的・職業的に自立することを目指して、発達段階に応じた学

習活動や体験活動を展開することにより、一人一人が「生きる力」を身に付けながら、将

来直面する問題に柔軟かつたくましく対応する力を育みます。また、子どもたちが夢や志

を実現するため、「よっかいち・輝く自分づくりプラン」のもと、学ぶことと社会とのつ

ながりを意識した学習や体験活動を通し、主体的・協働的に学ぶ意欲と態度を涵養します。 

 

◆ 取組指標とその評価  

取組指標 
現状値 

H27 
H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 目標値 

キ ャ リ ア 教 育 全 体 計
画 ・ 年 間 計 画 に 基 づ き 、
キ ャ リ ア 教 育 の 視 点 ※ １ を
意 識 し た 園 児 ・ 児 童 ・ 生
徒 の 交 流 を 行 っ た 学 校 数
（校） 

— 55 56 59  59 23 48 
全小中学校 
（５９校） 

※ １  キ ャ リ ア 教 育 の 視 点 … 将 来 の 社 会 的 ・ 職 業 的 自 立 を 念 頭 に 置 き な が ら 、 子 ど も た ち の 成 長 や

発達を促進する見方 

キャリア教育の視点を意識した交流については、学びの一体化の取組として行われてい

ます。令和３年度もコロナ禍ではありましたが、感染対策を行って実施したり、オンライ

ンを活用したりするなど、各校で工夫して実施しました。 

 

◆ 具体的な施策の現状と課題 

（１）発達段階に応じたキャリア教育の取組 

 各校園において、キャリア教育の中学校区の全体計画・各校園の年間計画を「基礎

的・汎用的能力」 ※ ２ を育む視点で整理し、目指す子どもの姿を具体化しています。 

＜つながる力、みつめる力＞ 

  園児・児童・生徒の交流や教職員の交流などは、学びの一体化の取組として、各

中学校区で工夫して行われています。また、近隣の高等学校との交流を行っている

学校もあります。これらの活動は、子どもたちにとって、上級学年への憧れや自己

肯定感等を高める機会となっています。 

＜うごく・いかす力、めざす力＞ 

社会の学習内容と関連させ、工場で働く人々の努力や願いを知ることで、自分の

将来の夢や働くことを見つめ直す取組を行った学校があります。それぞれの発達段

階に応じて、子どもたちが学ぶこと、働くことの意義や目的を考えられる機会を作

っています。 

 

※２ 「基礎的・汎用的能力を構成する４つの能力」…①人間関係形成・社会形成能力（つながる

力）、②自己理解・自己管理能力（みつめる力）、③課題対応能力（うごく・いかす力）、④キ

ャリアプランニング能力（めざす力） 

H30 までは全 60 校、R1 からは全 59 校 



 

 

２ 

（２）体験活動の充実 

中学校では、２年生で職場体験学習が実施されています。令和３年度は、新型コロ

ナウイルス感染症に伴い、計画通りに実施することが難しい状況でした。そのため、

多くの中学校では、多業種のゲストティーチャーによる講演や聞き取りの場を設ける

など、工夫した取組を実施しました。生徒からは、「働くことのやりがい楽しさがわか

ったので、今の自分にできることを頑張りたい」など、学ぶことや働くことの意義を

理解し、主体的に進路を選択する態度や意欲などの向上につながったという声が聞か

れました。 

小学校では、例年、多くの小学校でキャリア教育に係る見学や体験学習等を行って

います。令和３年度は新型コロナウイルス感染症に伴い、体験活動ができなかった小

学校もありましたが、子どもたちが職業を体感することを通して、働くことの目的や

意義を理解し、将来の夢や目標に向かって、キャリアを形成していく能力を育成でき

るように継続的に実施しています。 

 

 

（３）キャリア教育研修の充実 

令和３年度は、筑波大学の藤田晃之教授に「キャリア教育の推進について－『キャ

リア・パスポート』の活用に焦点を当てて－」をテーマにオンラインで講演していた

だき、その動画を配信しました。講演では、キャリア教育の基礎から四日市版キャリ

ア・パスポートに期待されること、キャリアカウンセリングについてなど、藤田教授

の数多くの取組や研究活動、実践事例などを交えて話していただき、多くを学ぶ機会

となりました。 

（４）新教育プログラムにおける取組 新プロ５  

「四日市版キャリア・パスポート」の活用実践事例等を市内に普及するために、令

和３年度は、楠小学校と楠中学校が推進モデル校として取組を進めました。子どもた

ちが、「今行っていることがどう未来につながっているのか」、「何のために学んでいる

のか」などが認識できるように、キャリア・パスポートの活用を積み重ね、自分の変

容や成長を振り返り、肯定的な自己評価へとつなげられるように取組を工夫しました。 
 

◆ 今後の方向性 

○  子どもが社会の中で自分の役割を果たしながら自分らしい生き方を実現し学

び続けるために、「何のために学ぶのか」、「学んだことが社会とどうつながるの

か」ということを考えさせます。そして、教育活動全体の取組を通して、学ぶ

ことと社会とのつながりを意識し、他者と協働しながら、社会的・職業的自立

に向けて必要な「基礎的・汎用的能力」を育成するとともに、夢や志を持ち、

自分らしい人生をつくっていく力を育てます。 

○  「四日市版キャリア・パスポート」の計画的な活用を推進し、子どもたちが

自らの学習状況やキャリア形成を見通りしたり、振り返ったりして、主体的に

学びに向かう力を育成します。 

取組内容 職場見学 農林水産業体験 
社会人講師や卒業生を 

活用した取組  

学校数（37 校） ９ ７ ２３ 

小学校でキャリア教育に係る見学や体験学習等を行っている学校 


